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2025年６月 30日 
各 位 
 
 
 
 
 
 

（訂正・数値データ訂正）「2025年３月期 決算短信 〔日本基準〕（連結）」の一部訂正について 
 
当社は、2025年５月 14日に開示いたしました「2025年３月期 決算短信 〔日本基準〕（連結）」について一部訂正すべ

き事項がありましたので、下記のとおり訂正いたします。訂正箇所には下線を付して表示しております。また、数値データにも訂正があ
りましたので訂正後の数値データも送信します。 
 

記 
  

1． 訂正の理由 
「2025年３月期 決算短信 〔日本基準〕（連結）」の発表後、有価証券報告書の作成過程において、減損損失の一

部計上金額の誤り及びそれに伴う税効果会計の処理誤りが判明し、また、連結キャッシュ・フロー計算書及びセグメント情報の集
計・欄外注記に誤りが判明しました。 
これらの訂正すべき事項があったため、開示済みの決算短信を訂正するものであります。 

 
2． 訂正による 2025年３月期連結業績への影響額及び内容 

今回の訂正による２０２５年３月期年３月期連結業績への影響額の概要は、以下のとおりです。訂正箇所が多岐にわた
るため、訂正後の全文を添付し、訂正箇所に下線を付しております。 

  
 

（単位：百万円） 
項目 訂正前（A） 訂正後（B） 影響額（B-A） 増減率（％） 

売上高 4,897 4,897 - - 

調整後 EBITDA △106 △106 - - 

営業利益 △366 △366 - - 

経常利益 △353 △353 - - 

親会社株主に帰属
する当期純利益 

△1,078 △1,073 5 - 

減損損失 872 873 1 0.1 

法人税等調整額 △73 △82 △8 - 

総資産 3,762 3,763 1 0.0 

純資産 2,121 2,129 7 0.3 
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2025 年３月期  決算短信〔日本基準〕（連結） 
    2025 年５月 14 日 
上場会社名 INCLUSIVE 株式会社 上場取引所 東 
コード番号 7078 ＵＲＬ  https://www.inclusive.co.jp 
代表者 （役職名） 代表取締役社長 （氏名）藤田 誠 
問合せ先責任者 （役職名） 取締役 管理本部長 （氏名）正田 聡 ＴＥＬ  03（6427）2020 
定時株主総会開催予定日 2025 年６月 25 日 配当支払開始予定日 － 
有価証券報告書提出予定日 2025 年６月 26 日   
決算補足説明資料作成の有無：有  
決算説明会開催の有無      ：有  
 
 （百万円未満切捨て） 
１．2025 年３月期の連結業績（2024 年４月１日～2025 年３月 31 日） 
（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）  

 売上高 調整後 EBITDA 
※ 営業利益 経常利益 親会社株主に帰属する 

当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

2025 年３月期 4,897 △8.6 △106 - △366 - △353 - △1,073 - 
2024 年３月期 5,359 11.5 190 - △94 - △103 - 313 -  

 ※ 調整後 EBITDA＝営業利益＋減価償却費及びのれん償却費＋株式報酬費用＋寄付金 
（注）包括利益 2025 年３月期 △1,341 百万円 （-％）  2024 年３月期 323 百万円 （-％） 
 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

自己資本 
当期純利益率 

総資産 
経常利益率 

売上高 
営業利益率 

 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

2025 年３月期 △106.99 - △47.9 △7.8 △7.5 
2024 年３月期 31.38 30.94 12.0 △1.9 △1.8  

（参考）持分法投資損益 2025 年３月期 2 百万円  2024 年３月期 △5 百万円 
（注）  2025 年３月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり当

期純損失であるため記載しておりません。 
 

（２）連結財政状態 

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 

2025 年３月期 3,763 2,129 45.2 169.44 
2024 年３月期 5,304 3,407 52.3 277.38  

（参考）自己資本 2025 年３月期 1,703 百万円  2024 年３月期 2,776 百万円 
 
（３）連結キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

2025 年３月期 △102 80 △16 2,152 
2024 年３月期 88 468 △138 2,208 

 
 
２．配当の状況 

 
年間配当金 配当金総額 

(合計) 
配当性向 
（連結） 

純資産配当率 
（連結） 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 
2024年３月期 - 0.00 - 0.00 0.00 - - - 

2025年３月期 - 0.00 - 0.00 0.00 - - - 

2026年３月期（予想） - 0.00 - 0.00 0.00  -  

 
  

https://www.inclusive.co.jp/
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３．2026 年３月期の連結業績予想（2025 年４月１日～2026年３月 31 日） 
（％表示は対前期増減率） 

 売上高 
調整後 EBITDA 

※ 
営業利益 経常利益 親会社株主に帰属

する当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

通期 5,294 7.8 △114 - △270 - △277 - △40 - △4.01  
 ※ 調整後 EBITDA＝営業利益＋減価償却費及びのれん償却費＋株式報酬費用＋寄付金 
 
※  注記事項 
（１）期中における連結範囲の重要な変更：有 

新規  -社  （社名）-、除外  4 社  （社名）株式会社 morondo、Data Tailor 株式会社、Newsletter Asia 株式
会社、TRIPLE WIN STRATEGIES 株式会社 

 
（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

①  会計基準等の改正に伴う会計方針の変更：有 
②  ①以外の会計方針の変更              ：無 
③  会計上の見積りの変更                ：無 
④  修正再表示                          ：無 

 
（３）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 2025 年３月期 10,051,989 株 2024 年３月期 10,009,089 株 
②  期末自己株式数 2025 年３月期 576 株 2024 年３月期 576 株 
③  期中平均株式数 2025 年３月期 10,036,388 株 2024 年３月期 9,991,783 株 
 

 
（参考）個別業績の概要 
１．2025 年３月期の個別業績（2024 年４月１日～2025 年３月 31 日） 
（１）個別経営成績 （％表示は対前期増減率）  

 売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

2025 年３月期 657 21.3 △334 - △164 - △1,374 - 
2024 年３月期 541 △30.1 △248 - △93 - 470 - 

 

 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

 円 銭 円 銭 

2025 年３月期 △136.94 - 
2024 年３月期 47.06 46.38 

（注）  2025 年３月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり当
期純損失であるため記載しておりません。 

 
（２）個別財政状態 

 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 

 百万円 百万円 ％ 円 銭 

2025 年３月期 1,834 1,616 84.1 153.52 
2024 年３月期 3,263 2,954 89.0 290.19  

（参考）自己資本 2025 年３月期 1,543 百万円  2024 年３月期 2,904 百万円 
 
※  2025 年３月期通期個別業績と前期実績値との差異の理由 
 メディア＆コンテンツ事業において、ネットメディア業界の低迷による収益の悪化および不採算部門の増加により売
上高が想定よりも下回ったこと、事業推進に必要な人的費用がかさんだことにより営業損失は増加いたしました。また、
連結子会社である株式会社オレンジの株式について、関係会社株式評価損を計上したことにより当期純損失額が増加し
ております。 
 

※  決算短信は公認会計士又は監査法人の監査の対象外です。 
 
※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断
する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は
様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用に当たっての注
意事項等については、添付資料 P４「１．経営成績等の概況（４）今後の見通し」をご覧ください。 
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１．経営成績等の概況 
（１）当期の経営成績の概況 

 当連結会計年度におけるわが国の経済は、日経平均株価の史上最高値を更新するなど好調な企業業績に支えられ、

総じて回復基調を維持しております。また、春闘賃上げや政府日銀によるマイナス金利政策の終了といったデフレ

脱却に向けた兆しも見られています。しかしながら、米国の政権交代後の通商政策の行方や中東・東アジアの地政

学的リスクの高まりなど不確定要素も多く、今後もわが国経済の先行きには警戒が必要な状況が続いております。 
 当社グループは、ネットメディア収益化およびネット広告などのメディア＆コンテンツ領域、企画＆プロデュー

ス領域、食関連領域、宇宙関連事業領域など複数領域での事業展開に取り組んでおります。 
 メディア＆コンテンツ領域においては、国内のインターネット広告費が日本の総広告費の 47.6％を占め、そのう

ちインターネット広告媒体費が SNS や動画広告の伸びとともに前年比 110.2％の２兆 9,611 億円と高い成長率で推

移しており（「2024 年 日本の広告費」株式会社電通）、社会のデジタル化を背景に堅調に成長を続けております。 
 食関連事業領域においては、インバウンド需要の好調が続いており、2024 年（暦年）における下鴨茶寮の出店場

所である京都府及び東京都の旅行消費額は、それぞれ 28,701 億円及び 5,458 億円（国土交通省観光庁「訪日外国人

消費動向調査【都道府県別集計】」）と国内でも需要が集中するエリアになっております。 
 企画＆プロデュース領域においては、政府が掲げる「観光立国推進計画」の実現に向けて、インバウンド旅行者

の消費拡大や再来訪の促進、観光産業の生産性向上、観光地経営の高度化など、さまざまな取り組みが進められて

います。当社グループでは、地域観光拠点のリブランディングや施設整備をはじめ、地域発のテックベンチャーに

対するブランディング支援やデジタルマーケティングの展開など、観光と地域産業の活性化に貢献するプロジェク

トを手がけています。 
 宇宙関連事業領域においては、政府が推進するアナログ規制撤廃の流れを受け、衛星データを活用した業務効率

化および省人化など地方自治体の農業行政における DX を推進し、地域課題の解決支援に積極的に取り組んでおり

ます。本年度の国会では、平デジタル大臣による答弁において当社の取り組みが紹介されるなど、政府の方針と一

致した施策として注目を集めております。 
 
 このような事業環境下におきまして、当社グループは当連結会計年度を業績改善と新たな事業領域の開拓に向け

た改革の期と位置づけ、事業集約と効率化を進めておりました。長期視点での成長領域である宇宙（衛星データ利

活用）領域においては地方自治体の農業行政 DX が実績を残すことができ、今後拡大が想定されます。上述のとお

り、本年度の国会で当社の取り組みが取り上げられ、政府の方針と一致した施策として期待されております。しか

しながら、創業からの基軸であるネットメディアおよびネット広告領域においては、案件の選択と集中に時間を要

し移行が遅れ、さらに新規協業先の獲得が大幅に計画を下回りました。また、食関連事業において、伸長を計画し

ていた EC 事業の進捗が遅れたことなどにより、当初見込みを下回ることとなりました。 
 本日発表の「特別損失の計上及び 2025 年３月期通期業績予想と実績値との差異に関するお知らせ」のとおり、

当社グループにおけるのれん等の資産価値再評価を行った結果、当初事業計画と将来の投資回収可能性を鑑み、特

別損失を計上しております 
 
 以上の結果、当連結会計年度における売上高は 4,897,245 千円（前年同期比 8.6％減）、売上総利益は 1,890,627
千円（前年同期比 14.9％減）、調整後 EBITDA（△は損失）は△106,129 千円（前年同期は調整後 EBITDA190,271
千円）、営業損失は 366,589 千円（前年同期は営業損失 94,826 千円）、経常損失は 353,793 千円（前年同期は経常

損失 103,315 千円）、親会社株主に帰属する当期純損失は 1,073,835 千円（前年同期は親会社株主に帰属する当期

純利益 313,567 千円）となりました。 
 
 セグメント別の経営成績は、次のとおりであります。 
（メディア＆コンテンツ事業） 
 メディア＆コンテンツ事業では、ネットメディア業界の低迷による収益の悪化および協業先メディアとの取り組

み条件の悪化により不採算部門が増加いたしました。選択と集中による不採算案件の撤退を敢行したものの、それ

らの手続きが大幅に遅れるなど、売上高、収益共に、当初見込みより大幅に減少いたしました。また、物価高や人

件費高騰の影響により、事業推進に必要な人的コスト等の費用がかさんだことで、セグメント損失が増加いたしま

した。 
 これらの結果、メディア＆コンテンツ事業における当連結会計年度の売上高は 666,306 千円（前年同期比 57.9％
減）、セグメント調整後 EBITDA は△303,193 千円（前年同期はセグメント調整後 EBITDA△202,533 千円）、セグ

メント損失は 369,111 千円（前年同期はセグメント損失 290,244 千円）となりました。 
 
（企画＆プロデュース事業） 
 企画＆プロデュース事業では、事業会社および自治体ほか各種団体向けブランドコンサルティングやプロデュー

ス、地域資源を有効活用する地域創生事業を展開しております。当連結会計年度においては、地域の日本文化や食

といった切り口でのブランディングやプロモーション企画を推進する大型案件が堅調に推移いたしました。また、

当社が監修した京都芸術大学通信教育部の芸術学士課程「食文化デザインコース」は順調に推移しており、サブス

クリプション型の収益逓増ビジネスモデルとして２期目を迎えております。 
 これらの結果、企画＆プロデュース事業における当連結会計年度の売上高は、2,136,522 千円（前年同期比 20.4％
増）となりました。セグメント調整後 EBITDA は 141,878 千円（前年同期比 43.2%減）、セグメント利益は 67,048
千円（前年同期比 60.1％減）となりました。これは主に、原材料費や仕入原価等の高騰に伴う費用増加によるもの

です。 
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（食関連事業） 
 食関連事業では、安政三年（1856 年）創業の下鴨茶寮という日本ブランドを基盤として、インバウンド需要を満

たす京都・東京の店舗運営と料亭ブランドを基軸にしたデパ地下店舗運営、EC 事業などに取り組んでおります。

当連結会計年度においては、新商品開発や自社製造体制の整備、EC 事業の強化に注力いたしました。料亭事業お

よびデパ地下などの法人営業事業は堅調に推移しましたが、EC 事業はシステムの改善、セキュリティの不備対応

などにより事業が停滞し、これらの課題解決に伴う関連する人件費等が増加いたしました。 
 これらの結果、食関連事業における当連結会計年度の売上高は、2,089,638 千円（前年同期比 4.4％増）となりま

した。原材料費や仕入原価等の高騰により、セグメント調整後 EBITDA は 66,437 千円（前年同期比 56.7%減）、セ

グメント損失は 53,528 千円（前年同期はセグメント利益 37,798 千円）となりました。 
 

（２）当期の財政状態の概況 
（資産） 
 当連結会計年度末における流動資産は 2,747,970 千円となり、前連結会計年度末に比べ 99,742 千円減少いたし

ました。これは主に売掛金及び契約資産が 68,785 千円、現金及び預金が 61,264 千円減少した一方、その他流動資

産が 35,138 千円増加したこと等によるものであります。固定資産は 1,015,133 千円となり、前連結会計年度末に比

べ 1,442,011 千円減少いたしました。これは主に有形固定資産が 229,193 千円、無形固定資産が 1,078,818 千円減

少したこと等によるものであります。 
 この結果、総資産は、3,763,104 千円となり、前連結会計年度末に比べて 1,541,754 千円減少いたしました。 
 
（負債） 
 当連結会計年度末における流動負債は 913,630 千円となり、前連結会計年度末に比べ 29,353 千円減少いたしま

した。これは主に前受金が 55,999 千円減少した一方、その他流動負債が 22,439 千円増加したこと等によるもので

あります。固定負債は 720,248 千円となり、前連結会計年度末に比べ 234,218 千円減少いたしました。これは主に

長期借入金が 96,212 千円、繰延税金負債が 155,589 千円減少したこと等によるものであります。 
 この結果、負債合計は、1,633,878 千円となり、前連結会計年度末に比べ 263,572 千円減少いたしました。 
 
（純資産） 
 当連結会計年度末における純資産合計は 2,129,225 円となり、前連結会計年度末に比べ 1,278,182 千円減少いた

しました。これは、主に利益剰余金が 1,080,639 千円、非支配株主持分が 228,723 千円減少したこと等によるもの

です。 
 

（３）当期のキャッシュ・フローの概況 
 当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、2,152,911 千円となり、前連結会計

年度末に比べ 55,964 千円減少いたしました。当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因

は次のとおりであります。 
 
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
 営業活動の結果使用した資金は 102,315 千円（前年同期は 88,319 千円の獲得）となりました。 
これは主に、法人税等の支払による支出が 106,328 千円あったこと等によるものであります。 
 
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
 投資活動の結果獲得した資金は 80,484 千円（前年同期は 468,776 千円の獲得）となりました。これは主に、連

結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入が 44,835 千円、事業譲渡による収入が 18,000 千円、敷金及び

保証金の回収による収入が 16,544 千円あったこと等によるものであります。 
 
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
 財務活動の結果使用した資金は 16,235 千円（前年同期は 138,771 千円の使用）となりました。これは、短期借

入による収入 337,500 千円、非支配株主による払い込みによる収入が 40,000 千円あった一方で、短期借入金の返

済による支出が 304,500 千円、長期借入金の返済による支出 91,751 千円があったこと等によるものであります。 
 

（４）今後の見通し 
 今後につきましては、急速に成長を遂げつつある宇宙領域、特に衛星データの利活用分野において、新たな事業

の展開とサービス開発に一層注力してまいります。農業、インフラ、防災、環境管理など多岐にわたる分野での応

用可能性が広がる中、衛星データを活用したソリューションは、地域課題の解決や行政の効率化に大きく寄与する

重要な技術基盤となりつつあります。当社では、この成長領域においてリーディングポジションを確立すべく、技

術開発・パートナーシップ・政策連携の各面から積極的な取り組みを進めてまいります。 
 なお、不採算領域については、部門の縮小およびコスト体制を見直すとともに既存注力領域である地域創生領域

の拡大にグループリソースを活用し推進することで収益性の改善を図ります。事業拡大に伴う人員増や採用コスト

高騰になど各種コストが増加する見込みですが、2025 年３月期に実施したのれん等の減損により減価償却費は減

少し、収益の改善が見込まれます。中期的には、各事業領域の売上拡大によりコスト増加を吸収し、事業収益性の

適正化を図っていく方針です。 
 また、注力事業領域の変更と合わせて当社グループは、2025 年 10 月付で経営資源の適正化および経営と執行の



 
 

 

- 7 - 
 

分離を目的とする持株会社体制へと移行いたします。「ヒトを変え、事業を変え、そして社会を変える。」を企業ビ

ジョンとして掲げ、各事業会社がそれぞれのミッション達成に向けて迅速かつ柔軟な事業展開に取り組んでまいり

ます。 
 事業セグメントとしては、地域創生を事業展開の軸とし、メディアマーケティング・企画・ブランディングを掛

け合わせた「ブランドコンサルティング事業」、下鴨茶寮ブランド等の展開を主とする「食関連事業」、急速に成長

を遂げつつある衛星データを利用した地方自治体向け DX サービスの展開を図る「宇宙関連事業」、その他の新規事

業の「その他事業」の４セグメントに変更し、それぞれの事業領域でノウハウを活用し共同プロジェクトを実現し、

事業ポートフォリオの中長期的な成長を図っていく方針です。 
 以上の結果、2026 年３月期通期業績（連結）といたしましては、売上高 5,294,888 千円、調整後 EBITDA△114,771
千円、営業損失 270,635 千円、経常損失 277,893 千円、親会社株主に帰属する当期純損失 40,261 千円を見込んで

おります。 
 

２．会計基準の選択に関する基本的な考え方 
 当社グループは、連結財務諸表の期間比較可能性及び企業間の比較可能性を考慮し、日本基準で連結財務諸表を作成

しております。 
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３．連結財務諸表及び主な注記 

（１）連結貸借対照表 

  （単位：千円） 

 前連結会計年度 
（2024 年３月 31 日） 

当連結会計年度 
（2025 年３月 31 日） 

資産の部   
流動資産   

現金及び預金 2,214,176 2,152,911 
売掛金及び契約資産 471,142 402,356 
棚卸資産 87,800 82,969 
その他 74,593 109,732 
流動資産合計 2,847,712 2,747,970 

固定資産   
有形固定資産   

建物及び構築物 563,428 351,712 
減価償却累計額 △361,236 △330,985 
建物及び構築物（純額） 202,192 20,727 

工具、器具及び備品 184,956 171,943 
減価償却累計額 △152,361 △163,435 
工具、器具及び備品（純額） 32,595 8,508 

土地 472,857 449,214 
その他 95,472 95,742 

減価償却累計額 △95,472 △95,742 
その他（純額） - - 

有形固定資産合計 707,644 478,450 
無形固定資産   

のれん 631,893 17,567 
商標権 382,271 7,969 
顧客関連資産 227,132 188,619 
その他 59,850 8,172 
無形固定資産合計 1,301,147 222,329 

投資その他の資産   
投資有価証券 209,615 189,121 
繰延税金資産 69,056 4,314 
その他 169,682 120,918 
投資その他の資産合計 448,353 314,354 

固定資産合計 2,457,145 1,015,133 
資産合計 5,304,858 3,763,104 
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  （単位：千円） 

 前連結会計年度 
（2024 年３月 31 日） 

当連結会計年度 
（2025 年３月 31 日） 

負債の部   
流動負債   

買掛金 232,197 292,385 
短期借入金 150,000 183,000 
１年内返済予定の長期借入金 95,090 72,780 
未払法人税等 79,034 11,912 
契約負債 73,277 17,278 
賞与引当金 4,947 5,397 
その他 308,437 330,877 
流動負債合計 942,984 913,630 

固定負債   
社債 5,000 - 
長期借入金 530,342 434,130 
繰延税金負債 327,833 172,243 
退職給付に係る負債 10,134 10,261 
事業損失引当金 13,231 13,231 
資産除去債務 60,425 90,381 
その他 7,500 - 
固定負債合計 954,466 720,248 

負債合計 1,897,450 1,633,878 
純資産の部   

株主資本   
資本金 1,350,051 14,216 
資本剰余金 1,500,051 2,859,197 
利益剰余金 △77,142 △1,157,781 
自己株式 △511 △511 
株主資本合計 2,772,449 1,715,120 

その他の包括利益累計額   
為替換算調整勘定 3,754 △12,046 
その他の包括利益累計額合計 3,754 △12,046 

新株予約権 49,856 73,527 
非支配株主持分 581,346 352,623 
純資産合計 3,407,407 2,129,225 

負債純資産合計 5,304,858 3,763,104 
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書 

（連結損益計算書） 

  （単位：千円） 

 
 前連結会計年度 

(自 2023 年４月１日 
 至 2024 年３月 31 日) 

 当連結会計年度 
(自 2024 年４月１日 

 至 2025 年３月 31 日) 
売上高 5,359,166 4,897,245 
売上原価 3,137,189 3,006,618 
売上総利益 2,221,976 1,890,627 
販売費及び一般管理費 2,316,802 2,257,216 
営業損失（△） △94,826 △366,589 
営業外収益   

為替差益 - 10,933 
助成金収入 1,790 - 
違約金収入 1,209 2,630 
持分法による投資利益 - 2,274 
その他 4,317 6,775 
営業外収益合計 7,317 22,614 

営業外費用   
支払利息 7,680 7,005 
貸倒引当金繰入額 - 1,013 
持分法による投資損失 5,012 - 
違約金損失 - 1,065 
その他 3,114 733 
営業外費用合計 15,807 9,818 

経常損失（△） △103,315 △353,793 
特別利益   

投資有価証券売却益 - 78,760 
関係会社株式売却益 599,582 94,805 
その他 - 20,837 
特別利益合計 599,582 194,403 

特別損失   
投資有価証券評価損 2,301 81,983 
減損損失 111,350 873,215 
のれん償却額 - 239,371 
その他 - 36,143 
特別損失合計 113,651 1,230,714 

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損

失（△） 382,615 △1,390,104 
法人税、住民税及び事業税 102,387 18,607 
法人税等調整額 △35,965 △82,965 
法人税等合計 66,422 △64,357 
当期純利益又は当期純損失（△） 316,192 △1,325,746 
非支配株主に帰属する当期純利益又は非支配株主に

帰属する当期純損失（△） 2,625 △251,911 
親会社株主に帰属する当期純利益又は親会社株主に

帰属する当期純損失（△） 313,567 △1,073,835 
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（連結包括利益計算書） 

  （単位：千円） 

 
 前連結会計年度 

(自 2023 年４月１日 
 至 2024 年３月 31 日) 

 当連結会計年度 
(自 2024 年４月１日 

 至 2025 年３月 31 日) 
当期純利益又は当期純損失（△） 316,192 △1,325,746 
その他の包括利益   

為替換算調整勘定 7,549 △15,801 
その他の包括利益合計 7,549 △15,801 

包括利益 323,742 △1,341,547 
（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 321,116 △1,089,636 
非支配株主に係る包括利益 2,625 △251,911 
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（３）連結株主資本等変動計算書 

前連結会計年度（自 2023 年４月１日 至 2024 年３月 31 日） 
     （単位:千円） 

 株主資本 
 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 1,341,003 1,491,003 △394,003 △377 2,437,626 
当期変動額      

新株の発行 9,047 9,047   18,095 
親会社株主に帰属する
当期純利益   313,567  313,567 

自己株式の取得    △134 △134 
連結除外に伴う利益剰
余金増加額   3,293  3,293 
持分法の適用範囲の変
動     - 

減資     - 
連結子会社の増資によ
る持分の増減     - 
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）      

当期変動額合計 9,047 9,047 316,861 △134 334,822 
当期末残高 1,350,051 1,500,051 △77,142 △511 2,772,449 

 
     （単位：千円） 

 その他の包括利益累計額 
新株予約権 非支配株主

持分 純資産合計 
 為替換算調整

勘定 
その他の包括利

益累計額合計 

当期首残高 △3,794 △3,794 26,648 611,374 3,071,855 
当期変動額      

新株の発行     18,095 
親会社株主に帰属する
当期純利益     313,567 

自己株式の取得     △134 
連結除外に伴う利益剰
余金増加額     3,293 
持分法の適用範囲の変
動     - 

減資     - 
連結子会社の増資によ
る持分の増減     - 
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 7,549 7,549 23,207 △30,027 729 

当期変動額合計 7,549 7,549 23,207 △30,027 335,551 
当期末残高 3,754 3,754 49,856 581,346 3,407,407 
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当連結会計年度（自 2024 年４月１日 至 2025 年３月 31 日） 
     （単位:千円） 

 株主資本 
 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

当期首残高 1,350,051 1,500,051 △77,142 △511 2,772,449 
当期変動額      

新株の発行 6,615 6,615   13,231 
親会社株主に帰属する
当期純損失（△）   △1,073,835  △1,073,835 

自己株式の取得     - 
連結除外に伴う利益剰
余金増加額     - 
持分法の適用範囲の変
動   △6,804  △6,804 

減資 △1,342,451 1,342,451    
連結子会社の増資によ
る持分の増減  10,079   10,079 
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）      

当期変動額合計 △1,335,835 1,359,146 △1,080,639 - △1,057,328 
当期末残高 14,216 2,859,197 △1,157,781 △511 1,715,120 

 
     （単位：千円） 

 その他の包括利益累計額 
新株予約権 非支配株主

持分 純資産合計 
 為替換算調整

勘定 
その他の包括利

益累計額合計 

当期首残高 3,754 3,754 49,856 581,346 3,407,407 
当期変動額      

新株の発行     13,231 
親会社株主に帰属する
当期純損失（△）     △1,073,835 

自己株式の取得     - 
連結除外に伴う利益剰
余金増加額     - 
持分法の適用範囲の変
動     △6,804 

減資      
連結子会社の増資によ
る持分の増減     10,079 
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） △15,801 △15,801 23,670 △228,723 △220,853 

当期変動額合計 △15,801 △15,801 23,670 △228,723 △1,278,182 
当期末残高 △12,046 △12,046 73,527 352,623 2,129,225 
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書 

  （単位：千円） 

 
 前連結会計年度 

(自 2023 年４月１日 
 至 2024 年３月 31 日) 

 当連結会計年度 
(自 2024 年４月１日 

 至 2025 年３月 31 日) 
営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損失

（△） 382,615 △1,390,104 
減価償却費 141,997 137,059 
のれん償却額 116,685 96,986 
株式報酬費用 24,368 25,492 
減損損失 111,350 873,215 
のれん償却額（特別損失） - 239,371 
投資有価証券評価損益（△は益） 2,301 81,983 
支払利息 7,680 7,005 
助成金収入 △1,790 - 
違約金収入 - △2,630 
持分法による投資損益（△は益） 5,012 △2,274 
投資有価証券売却損益（△は益） - △78,760 
関係会社株式売却損益（△は益） △599,582 △94,805 
為替差損益（△は益） 454 △10,933 
売上債権及び契約資産の増減額（△は増加） △257,086 64,177 
棚卸資産の増減額（△は増加） 15,763 4,889 
賞与引当金の増減額（△は減少） △147 450 
仕入債務の増減額（△は減少） 222,564 60,454 
その他の資産・負債の増減額 △10,365 △3,188 
小計 161,819 8,387 
助成金の受取額 1,790 - 
違約金の受取額 - 2,630 
利息の支払額 △7,680 △7,005 
法人税等の支払額 △67,609 △106,328 
営業活動によるキャッシュ・フロー 88,319 △102,315 

投資活動によるキャッシュ・フロー   
有形固定資産の取得による支出 △33,683 △34,195 
無形固定資産の取得による支出 △23,782 △188 
投資有価証券の取得による支出 - △50,500 
投資有価証券の売却による収入 - 88,879 
関係会社株式の売却による収入 5,000 - 
関係会社株式の取得による支出 △21,306 - 
関係会社の清算による収入 7,363 - 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入 560,750 44,835 
敷金の差入による支出 △19,134 - 
敷金及び保証金の回収による収入 - 16,544 
事業譲渡による収入 - 18,000 
その他 △6,431 △2,890 
投資活動によるキャッシュ・フロー 468,776 80,484 

財務活動によるキャッシュ・フロー   
短期借入れによる収入 300,000 337,500 
短期借入金の返済による支出 △315,000 △304,500 
長期借入れによる収入 317,174 - 
長期借入金の返済による支出 △442,387 △91,751 
社債の償還による支出 △18,000 △10,000 
非支配株主からの払込みによる収入 - 40,000 
新株予約権の行使による株式の発行による収入 17,580 12,516 
その他 1,860 - 
財務活動によるキャッシュ・フロー △138,771 △16,235 

現金及び現金同等物に係る換算差額 7,314 △17,898 
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 425,639 △55,964 
現金及び現金同等物の期首残高 1,783,236 2,208,876 
現金及び現金同等物の期末残高 2,208,876 2,152,911 
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（５）連結財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

 該当事項はありません。 
（会計方針の変更に関する注記） 

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用） 
 「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第 27 号 2022 年 10 月 28 日。以下「2022
年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しております。 
 法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022 年改正会計基準第 20-
３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第

28 号 2022 年 10 月 28 日。以下「2022 年改正適用指針」という。）第 65-２項(2)ただし書きに定める経過的な

取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による連結財務諸表への影響はありません。 
 また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表

における取扱いの見直しに関連する改正については、2022 年改正適用指針を当連結会計年度の期首から適用し

ております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前連結会計年度については遡及適用後の連結財務諸表とな

っております。なお、当該会計方針の変更による前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。 
 

（セグメント情報等の注記） 

【セグメント情報】 
1．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報並びに収益の分解情報 
 前連結会計年度（自 2023 年４月１日 至 2024 年３月 31 日） 

       （単位：千円） 

 
報告セグメント 

その他 
（注）１ 合計 調整額 連結 

（注）２ メディア＆
コンテンツ 

企画＆ 
プロデ 
ュース 

食関連 計 

売上高         
顧客との契約  
から生じる収益 1,582,542 1,774,470 2,002,153 5,359,166 - 5,359,166 - 5,359,166 
その他の収益 - - - - - - - - 
外部顧客への 
売上高 1,582,542 1,774,470 2,002,153 5,359,166 - 5,359,166 - 5,359,166 
セグメント間の

内部売上高又は 
振替高 

72,136 105,877 4,543 182,556 - 182,556 △182,556 - 

計 1,654,679 1,880,347 2,006,696 5,541,723 - 5,541,723 △182,556 5,359,166 
セグメント利益 
又は損失（△） △290,244 167,923 37,798 △84,521 △10,304 △94,826 - △94,826 
セグメント資産 3,332,059 1,833,418 2,414,517 7,579,995 64,782 7,644,777 △2,339,919 5,304,858 
その他の項目         
減価償却費 27,703 37,614 76,678 141,997 - 141,997 - 141,997 
のれん償却額 35,638 43,727 37,319 116,685 - 116,685 - 116,685 
持分法適用会社

への投資額 21,732 10,982 - 32,714 - 32,714 - 32,714 
有形固定資産及

び無形固定資産

の増加額 
3,727 9,940 18,489 32,158 - 32,158 - 32,158 

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、宇宙関連サービス等でありま 
す。 

２．セグメント利益又は損失(△)は、連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 
３．セグメント資産の調整額は、セグメント間取引の消去であります。 
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 当連結会計年度（自 2024 年４月１日 至 2025 年３月 31 日） 
       （単位：千円） 

 
報告セグメント 

その他 
（注）１ 合計 調整額 連結 

（注）２ メディア＆
コンテンツ 

企画＆ 
プロデ 
ュース 

食関連 計 

売上高         
顧客との契約   
から生じる収益 666,306 2,136,522 2,089,638 4,892,467 4,778 4,897,245 - 4,897,245 
その他の収益 - - - - - - - - 
外部顧客への 
売上高 666,306 2,136,522 2,089,638 4,892,467 4,778 4,897,245 - 4,897,245 
セグメント間の

内部売上高又は 
振替高 

41,808 124,822 23,679 190,310 - 190,310 △190,310 - 

計 708,115 2,261,345 2,113,317 5,082,778 4,778 5,087,556 △190,310 4,897,245 
セグメント利益 
又は損失（△） △369,111 67,048 △53,528 △

355,591 △10,997 △366,589 - △366,589 
セグメント資産 1,616,562 1,608,106 1,370,300 4,594,968 89,906 4,684,874 △921,770 3,763,104 
その他の項目         
減価償却費 16,641 41,482 79,188 137,312 - 137,312 - 137,312 
のれん償却額 23,684 33,016 40,284 96,986 - 96,986 - 96,986 
持分法適用会社

への投資額 - 10,249 - 10,249 - 10,249 - 10,249 
有形固定資産及

び無形固定資産

の増加額 
8,668 7,419 18,919 35,007 - 35,007 - 35,007 

（注）１．「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、宇宙関連サービス等でありま 
す。 

２．セグメント利益又は損失(△)は、連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 
３．セグメント資産の調整額は、セグメント間取引の消去であります。 
４．報告セグメント「企画＆プロデュース」の一部ののれんについて、「連結財務諸表における資本連結手続に関 

する実務指針」（日本公認会計士協会 会計制度委員会報告第７号）第 32 項の規定に基づき、のれん償却額 
239,371 千円を特別損失に計上しておりますが、当該金額は上記に含まれておりません。 

 
2．報告セグメントの変更等に関する事項 
   該当事項はありません。 
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 
 前連結会計年度（自 2023 年４月１日 至 2024 年３月 31 日） 

（単位：千円） 

 
メディア＆

コンテンツ 

企画＆プロ

デュース 
食関連 計 その他 調整 合計 

減損損失 - 111,110 239 111,350 - - 111,350 

（注）企画＆プロデュースにおいて、のれんについて減損損失 87,921 千円、顧客関連資産について減損損失 14,839 千円、

事業用資産について減損損失 8,350 千円を計上しております。 
 
 当連結会計年度（自 2024 年４月１日 至 2025 年３月 31 日） 

（単位：千円） 

 
メディア＆

コンテンツ 

企画＆プロ

デュース 
食関連 計 その他 調整 合計 

減損損失 - - 873,215 873,215 - - 873,215 

（注）食関連において、のれんについて減損損失 278,504 千円、契約関連資産について減損損失 46,159 千円、商標権に

ついて減損損失 325,532 千円、事業用資産について減損損失 223,019 千円を計上しております。 
 
【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 
 前連結会計年度（自 2023 年４月１日 至 2024 年３月 31 日） 

（単位：千円） 

 
メディア＆

コンテンツ 

企画＆プロ

デュース 
食関連 計 その他 調整 合計 

当期末残高 50,365 272,388 309,140 631,893 - - 631,893 

 報告セグメントごとののれんの償却額に関する情報はセグメント情報に記載しているため、記載を省略しております。 
 当連結会計年度（自 2024 年４月１日 至 2025 年３月 31 日） 

（単位：千円） 

 
メディア＆

コンテンツ 

企画＆プロ

デュース 
食関連 計 その他 調整 合計 

当期末残高 17,567 - - 17,567 - - 17,567 

 報告セグメントごとののれんの償却額に関する情報はセグメント情報に記載しているため、記載を省略しております。 
 
【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 
 前連結会計年度（自 2023 年４月１日 至 2024 年３月 31 日） 
  該当事項はありません。 
 当連結会計年度（自 2024 年４月１日 至 2025 年３月 31 日） 
  該当事項はありません。 
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（１株当たり情報の注記） 

 
前連結会計年度 

（自 2023 年４月１日 
  至 2024 年３月 31 日） 

当連結会計年度 
（自 2024 年４月１日 

  至 2025 年３月 31 日） 
１株当たり純資産額 277.38 円 169.44 円 

１株当たり当期純利益又は当期純損失（△） 31.38 円 △106.99 円 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益 30.94 円 -円 
 
（注）１．2025 年３月期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式は存在するものの、１株当たり当 
     期純損失であるため記載しておりません。 
   ２．１株当たり当期純利益又は当期純損失（△）の算定上の基礎は、以下のとおりであります。  

 
前連結会計年度 

（自 2023 年４月１日 
  至 2024 年３月 31 日） 

当連結会計年度 
（自 2024 年４月１日 

  至 2025 年３月 31 日） 
１株当たり当期純利益又は当期純損失（△）   
  親会社株主に帰属する当期純利益又は当期純損失

（△）（千円） 313,567 △1,073,835 

  普通株主に帰属しない金額（千円） - - 
  普通株式に係る親会社株主に帰属する当期純利益又

は当期純損失（△）（千円） 313,567 △1,073,835 

  普通株式の期中平均株式数（株） 9,991,783 10,036,388 

   

潜在株式調整後１株当たり当期純利益   

  親会社株主に帰属する当期純利益調整額（千円） - - 

  普通株式増加数 144,503 - 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益の算定に含めなかった潜在株式の概要 

第８回新株予約権 
（ストック・オプション） 
（新株予約権の数 305 個） 
（普通株式 30,500 株） 

第 12 回新株予約権 
（ストック・オプション） 
（新株予約権の数 205 個） 
（普通株式 20,500 株） 

第 13 回新株予約権 
（ストック・オプション） 
（新株予約権の数 370 個） 
（普通株式 37,000 株） 

第 14 回新株予約権 
（ストック・オプション） 
（新株予約権の数 475 個） 
（普通株式 47,500 株） 

- 
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（重要な後発事象の注記） 

（純粋持株会社体制への移行について） 
 当社は、2025 年５月 23 日開催の取締役会において、純粋持株会社体制への移行を目的として、

当社を分割会社とし、当社 100％出資の準備会社を承継会社とする会社分割（吸収分割）により、

分割対象事業を準備会社に承継させる吸収分割契約を締結することを決議し、同日付で吸収分割

契約を締結いたします。 
 なお、本新設分割については 2025 年６月 26 日開催の株主総会にてご承認いただくことを条件

といたします。 
 
１．分割準備会社設立の目的 
 当社グループは、「ヒトを変え、事業を変え、そして社会を変える」を企業ビジョンとして、デ

ジタルをはじめ、あらゆるメディアにおける表現の多様性をもって価値を創出することを第一に、

メディア＆コンテンツ領域、企画＆プロデュース領域、食領域、宇宙関連領域において事業を展

開してまいりました。それぞれの事業領域において、事業会社や団体向けに多様なビジネスモデ

ルやソリューションを提供し、INCLUSIVE グループ全体で社会変革を実現することをミッション

として掲げておりました。しかしながら、デジタルメディア事業の縮小やインターネット広告ビ

ジネス市場の競争激化、メディアマーケティングの内製化やビジネス構造の変革など、当社グル

ープを取り巻く事業環境は長期的に厳しい状況が継続する見通しであります。 
 このような中、当社グループにおける収益拡大を最重要課題と掲げるうえで、市場環境の変化

に迅速に対応し、グループ経営の強化、人的資本や経営資源の効率化を進め、既存事業に囚われ

ない新規事業の創出を加速し、INCLUSIVE グループ全体における事業領域の拡大をいち早く実現

するためには、持株会社体制への移行が最適であると判断し、同体制への移行についての検討を

開始することといたしました。 
 現時点では、持株会社はグループ全体の経営機能に特化した純粋持株会社とすることを想定し

ており、子会社である各事業会社はそれぞれの領域において柔軟かつ迅速な経営判断のもと事業

を展開してまいります。 
それに伴い、これまでのメディア・コンテンツを主軸とする事業から地域観光資源開発・地域レ

ガシー産業の DX や高付加価値化などの地域創生事業への転換を進め、地域創生を基軸とした新規

事業の創出と事業領域の拡大に努め、INCLUSIVE グループ全体の企業価値向上を目指していく所

存でございます。 
 
２．持株会社体制への移行の要旨 
（１）移行方法 
 当社を分割会社とし、当社 100％出資の準備会社を承継会社とする会社分割（吸収分割）による

ものであります。 
 
（２）会社分割の日程 
分割準備会社の設立                   2025 年４月１日 
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吸収分割契約承認取締役会                2025 年５月 23 日 
吸収分割契約締結                    2025 年５月 23 日 
吸収分割契約承認定時株主総会              2025 年６月 25 日 
吸収分割の効力発生日                  2025 年 10 月１日（予定） 
 
（３）分割する部門の事業内容 
 デジタルマーケティング事業、地域ブランディング事業、EC 事業 
（ただし、本吸収分割前は事業を行っておりません） 
 
（４）会計処理の概要 
 「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第 21 号 2019 年１月 16 日）及び「企業結合会計

基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 10 号 2019年１月 16

日）に基づき、共通支配下の取引として処理する予定です。 
 

 


	（訂正・数値データ訂正）「2025年３月期　決算短信 〔日本基準〕（連結）」の一部訂正について

